
（※）一定以上の所得のあるかた 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

⓵65 歳以上で要支援１・２の認定を受けたかた 

⓶65 歳以上で基本チェックリストにより介護予防・生活支援サービス事業対象者となったかた 

（要支援に相当するかたを想定しています） 

                             

 

 

●自己負担の目安（1 か月につき） 

 

 

 

 

 

●自己負担の目安（1 か月につき） 

 

 

 

 

 

 

  

 

 
 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

　総合事業には、要支援1・2の認定を受けたかたや、基本チェックリストにより生活機能の低下がみられたかたが利用できる

「介護予防・生活支援サービス事業」と、65歳以上のすべてのかたが利用できる「一般介護予防事業」があります。

　　　高齢介護課または地域包括支援センターに相談します。

一般介護予防事業
が利用できます

介護予防・生活支援サービス事業
が利用できます

総合事業利用までの流れ

65歳以上のかた

介護サービスが

利用できます
介護予防サービスが

利用できます

●訪問介護（ホームヘルプサービス）や

通所介護（デイサービス）のみを

利用するかた

●通所リハビリ、福祉用具貸与、住宅改修、

訪問看護などを利用するかた

●病気やケガで心身の状態が悪化して

要介護１以上と思われるかた

基本チェックリスト
を受ける

※原則として、利用者本人が高齢介護課の窓口

に出向いて手続きをします。事情により本人が

来庁できない場合などはご相談ください。

要介護（要支援）
認定を受ける

要介護１～５

のかた

要支援１・２

のかた
非該当自立した生活

が送れるかた
生活機能の低下

がみられたかた（※）

総合事業

※事業対象者となった後でも、必要に応じて 要介護認定

を申請することができます。

（※）基本チェックリス

トでサービスの対象と

なったかたは「事業対
象者」と判定されます。

月 4 回まで 

利用の場合 

1 割 2 割（※） 

1,176 円 2,352 円 

月 4 回まで 

利用の場合 

1 割 2 割（※） 

1,672 円 3,344 円 

実施場所 市内整骨院・接骨院 

利用料 無料 

回数・期間 
週 1 回実施 

概ね３～6 か月 

実施場所 
市内通所リハビリ

テーション事業所 

利用料 無料 

回数・期間 
週 1 回実施 

概ね 3～6 か月 

要介護状態区分 上限額(１か月) 

事業対象者 
50,320 円 

要支援１ 

要支援２ 105,310 円 

目標を達成するために自分に合った効果的なサービスを利用しましょう。目標達成後は次の

ステップ（一般介護予防事業）へ移行し、自らセルフケアに取り組みましょう！ 

＊通所型サービス＊ 
要支援 1・2 のかたが利用する介護保険の通所介護と同様

のサービスで、通所介護施設（デイサービスセンター）で、

食事や入浴のサービス、生活機能の維持向上のための体操や

筋力トレーニングなどを日帰りで受けられます。 

＊短期集中型サービス＊ 

・要支援者自立支援事業 
整骨院などで３～6 か月を期限として、柔道整復師などの

専門職による身体機能向上のプログラムを実施します。 

※身近な事業所で自立に向けた取り組みを行い、身体 

機能が改善した場合には一般介護予防事業を利用し 

ていただき、維持・増進に取り組んでいけるよう 

に支援します。 

 

・要支援者自立パワーアップ事業 
通所リハビリ事業所で 3～6 か月を期限として、リハビリ

専門職による機能訓練を集中して実施します。 

※リハビリ専門職の指導のもと、自立に向けた取り 

組みを希望するかた・効果が期待されるかたなど 

を対象とします。 

対象者 

事業内容 

＊訪問型サービス＊ 
要支援 1・2 のかたが利用する介護保険の訪問介護と同様

のサービスです。ホームヘルパーが訪問し、生活援助（買い

物、調理、洗濯、掃除等）、身体介護（食事や入浴の介助）を

利用者と共に行います。 

「介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）」を利用して自立した生活を続けましょう！ 
介護予防・日常生活支援総合事業は、高齢者の介護予防と日常生活の自立を支援することを目的としています。介護保険の認定を受けなくても、一人ひとりの生活に合わせたサービスを

利用することができます。できる限り介護を必要としない暮らしを送るためにも、介護予防・日常生活支援総合事業を利用して積極的に介護予防に取り組みましょう。 

 

「介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）」では 

こんなサービスが利用できます 

支給限度額 

要介護認定または基本チェックリストにより「要支援１・２」と認

定されたかた及び「事業対象者」と判定されたかたは、原則として費

用の１割（一定以上の所得のあるかたは２割）を負担することでサー

ビスを受けられます。 

また、要介護状態区分によりサービス費用の 1 か月あたりの上限額

が決められています。 

｢基本チェックリスト｣とは、どのようなもの？ 
基本チェックリストは、25 の質問項目で日常生活に必要な機能が低下していないかを 

調べます。介護予防・生活支援サービス事業のみを希望する場合には、基本チェックリスト 

による判定に基づき迅速にサービスを利用することができます。 

http://ord.yahoo.co.jp/o/image/_ylt=A3JvTiZ9QKhW1EcADxaU3uV7/SIG=13lu00cfk/EXP=1453953533/**http:/1.bp.blogspot.com/-Lu585amv9W0/UReR1QNlRyI/AAAAAAAAMUU/Dsu3PveWLrI/s1600/taisou_oldman.png


十和田市 高齢介護課 
（直通：0176-51-6720） 

介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）の目的 
介護予防についてのご相談は地域包括支援センターへ！ 

を 

 

 

 

十和田市では、すべての高齢者を対象に元気な高齢者への自立支援・交流の 

推進を目的に、次のような一般介護予防事業を行っています。 

65 歳以上のすべてのかた 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

十和田市では東・北・西南の３つの日常生活圏域（小学校校区）に分け、圏域ごとに 

地域包括支援センターを設置しています。介護予防・日常生活支援総合事業について、分からない 

ことなどがありましたら、圏域の地域包括支援センターへお問い合わせください。 
 

●地域包括支援センター 所在地・連絡先 

圏域 名称 所在地 電話番号 担当小学校区 

東圏域 
十和田市東 

地域包括支援センター 東十三番町 18-１ 27-1513 
三本木小、東小、藤坂小、 

高清水小 

北圏域 
十和田市北 

地域包括支援センター 西二番町４-３ 51-6056 
北園小、洞内小、深持小、 

松陽小、ちとせ小 

西南圏域 

十和田市西南 

地域包括支援センター 穂並町６-27 51-4250 
南小、西小、下切田小、 

四和小、沢田小、法奥小、 

十和田湖小  西南包括サブセンター 奥瀬字中平 156 72-3400 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊冬場の運動不足解消事業＊ 

冬場の運動不足を解消するために、ノル

ディックウォークなどを行います。 

■実施場所 

こまかいど～む 

■回数 

週１回 

■期間 

冬期間 

 

＊いきいき介護 

ボランティアポイント事業＊ 
ボランティア活動による社会参加を通じた生

きがいづくり・ボランティア自身の介護予防を

支援します。 

■対象者 60 歳以上 

■場所等 市が指定する施設、または事業など 

■特典  ボランティア活動１回１時間で１ポ

イント付与。年間 50 ポイントまで。50 ポ

イントで 5,000円相当の商品等と交換。 

■問い合わせ 十和田市社会福祉協議会 

＊いきいき体操＊ 

健康づくりや介護予防のための、歌体操

やトレーニングなどを行います。日程・定

員などは施設ごとに異なります。 

■実施場所 

市民交流プラザ・トワーレ 

南コミュニティセンター 

東コミュニティセンター 

西コミュニティセンター 

沢田悠学館 

■回数 

各施設「週１回程度」 
 

＊地域いきいき教室＊ 

身近な町内会単位で交流や集いの場、 

介護予防体操などを行います。 

■実施場所 

各町内会の集会所など 

■随時開催 

■問い合わせ 各在宅介護支援センター 

 

対象者 

 

事業内容 

介護予防・日常生活支援 

総合事業 

ご利用ください 

 

●切れ目のない介護予防を 

要介護状態からの改善や重症化を予防するために、一人ひとりの状態に 

合わせた効果的なサービスの利用調整や支援を行います。 
 

●生きがいや役割をもった介護予防を 

本人が生活や活動の目標を立て、意欲的に取り組めるようなサービスを 

提供し、自立に向けた効果的な支援を行います。 

一般介護予防事業 

対象者 


